












































































































































　本稿に関わる調査は，2 回に分けて実施されている。第 1 回 2014 年 2 月 28 日～3/1 日
で第 2 回 2016 年 3 月 8 日～9 日である。
　調査方法：マクロミル社のアンケートモニターを対象とした Web アンケートにより実
施した。調査対象は，第 1 回が学歴は大卒・短大卒以上で年齢は 20～49 歳の「小売・流
通業」「飲食業」にアルバイトやパートの立場で従事する人を，第 2 回が 19～22 歳の学生
で「小売・流通業」「飲食業」でアルバイトする人を対象とした（4）。第 1 回の対象者は，
































































とてもよくある よくある あまりない 全くない
非正規　小売 23.2% 48.6% 27.5% 0.7%
学生　小売 29.0% 48.4% 21.3% 1.3%
非正規　飲食 14.4% 51.3% 30.0% 4.4%





とてもよくある よくある あまりない 全くない
非正規　小売 28.2％ 52.8％ 17.6％ 1.4％
学生　小売 29.0％ 48.4％ 21.3％ 1.3％
非正規　飲食 22.5％ 54.4％ 19.4％ 3.8％
学生　飲食 29.0％ 56.1％ 13.5％ 1.3％
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とてもよくある よくある あまりない 全くない
非正規　小売 2.8％ 12.0％ 41.5％ 43.7％
学生　小売 5.2％ 18.7％ 32.3％ 43.9％
非正規　飲食 3.1％ 16.9％ 45.6％ 34.4％

























































































































































































































（1）平成 25 年 10 月改定の内容に基づいている。正社員・正職員と正社員・正職員以外の
雇用者で比較したとき，「宿泊，飲食サービス業」は 21.6％対 78.4％，「生活関連サービ
ス業，娯楽産業」が 43.6％対 56.4％，「サービス業（他に分類されないもの）」が 46.1％





















































橋ビジネスレビュー』第 56 巻 2 号，東洋経済新報社
小池和男［2005］『仕事の経済学』東洋経済新報社
―104―


















ラッシュ,R.F. ＆ S.L. バーゴ（井上崇通監訳，2016）『サービス・ドミナント・ロジック
の発想と応用』同文舘出版．
謝辞
　本研究は科学研究補助金基盤 C（平成 26 年度～29 年度。課題番号 26380522，研究代
表者池田武俊）を活用した研究成果の一部となります。ここに記して感謝申し上げます。


















千葉商大論叢　第 57 巻　第 3 号（2020 年 3 月）
